



















































































































































































































































































































































老人ホーム 300 500 200 指
高齢者在宅
福祉サービス 100 1,200 1,100 導
心身障害者施設 1,600 3,300 1,700 系
障害者在宅











































































































































































































































































































計 1００．０１４４．９１２７．８１４１．８１３９．８ 12.3 4．０１６．５ 







































56.9 23.1 24.6 
39.2 46.2 13.3 






















































川設けている独自の研修制度を 研修会への参加行政・社協による 読書会への参加職場外の研究会・読書会の結成職場内の研究会． 他施設との交流への参加学会・講演会 そ施設の種類 計 の他
計 100.0’６０．５１９５．９１５５．８１４５．６１５１．７１６１.２１５．４ 0．７１２．７ 










































































































































[100.0］ 計 71.1 58.0 
全シ協統計による。ただし，小カッコは女性比率，大カッコは年齢構成比を示
す。
<なっている。
このような対照がZ入られるのは，女性ほど第２次大戦による影響が小さ
かったからだろうし，また女性の方がより長寿で元気なので，会員として
高齢化したり，あるいは高齢会員の入会がより多いのかも知れない。それ
はよいとして，より若い女性の入会も積極的に進められるべきだろう。し
かし，会員が増えたからといって，それが福祉・家事サービス就業者の増
加に直結するとは限らない。むしろ，長年の主婦生活からの解放を望んで
いる会員が多く，しかも，いまさら他人の家庭に入ることにも抵抗感を持
っているようである。したがって，より重要なことは，すでに問題にした
福祉・家事サービスへの動機づけてあり，そのなかで入会や就業などを進
めていくことである。
さらに，前述のⅥゴールド・プラン〃ではシルバー人材センターととも
に取り上げられてはないが，地域に多数いる無償ボランティアや民営職業
紹介所を通して就業している看護婦や家政婦などがいる。これらの人々
は，既経験者であり，すでに多かれ少なかれ前述の動機づけ済承の人をな
ので，そのm卒業生〃を会員として受け入れるのも，一つの方法だろう。
在宅福祉サービスの展望とシルバー人材センターの課題１６３
民営職業紹介所の求職者の年齢構成をふると，５０歳代の４０％を中心とし
て，６０歳代は35％に達するが（全国民営職業紹介事業協会，８８年)，高齢
化するにつれて，いわばプロとしての厳しい労働条件の仕事からリタイア
して，シルバー人材センターの会員に転進する事例も現にみられるのであ
る。
しかし，なによりもシルバー人材センターにとって重要なのは，特別に
福祉サービスなどの経験のなかった一般会員を増強することである。その
点については，今回の調査結果でも明らかになっているが，なかでもつぎ
の諸点が重要だろう。
とくに福祉・家事サービスに就業会員を勧誘する場合，事務局職員の誘
導とともに，すでにそのサービスの就業者による知人としての口コミで，
その知人の経験にもとづいて勧誘することが重要だが，その場合，そうし
た福祉・家事の勧誘に乗る相手かどうかの見定めも，その人の健康状態な
どの見定めとともに重要である。またそういう勧誘が一般的にも受け入れ
るような地域全休の雰囲気を醸成しておくことが大きな前提となるだろ
う。今回の調査では先行型センターが対象になっていたから少かつたが，
シルバー人材センターや，とくに福祉・家事サービスに就業することへの
会員の家族反対も，この極の理解がどれだけ普及しているかどうかによっ
て，当然，異なってくるだろう。
とくに問題なのは，すでに相当規模まで福祉・家事事業が拡大した段階
で起こる’１小規模飽和状態〃である。Ⅵ小規模'’といわれる以上，受注を
拡大する余地は十分に残されているのだろう。それに対し福祉・家事に就
業する会員数もかなりの人数に達し，それ以上増やすのも大変だし，また
新人が入ってきて既存の仲間の安定した人間関係をこわしたり，より複雑
になるのも避けたい，というような’１飽和状態〃が出来上っているに違い
ない。あるいは，競合団体などとの摩擦を避けようとしているのかも知れ
ない。
しかし，拡大しつつある地域の需要にシルバー人材センターとして応え
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うる最大限の努力を飽くまでも傾けるべきだろう。そのためには，実地調
査の事例にもふられるように，老人クラブ内に'１推進連絡所〃を設け，地
域需要と潜在会員の日常的センサーの役割を与えるような工夫が必要にな
るだろう。
そして，就業会員がある一定の規模に達したら，グループを作っていく
ことも重要になるだろう（東京都高齢者事業振興財団，９０年)。この種の
グループは，自然の人間関係の動きで，おのずと形成されるものだが，そ
の場合，福祉・家事などの仕事別に細分化されるよりか，一定の範囲でい
ろいろな仕事を含糸，できるだけ新人やヴェテランなどが混じり合うこと
が望ましいのではないか。それによって，そうした仕事別グループ内の多
角的な研修も自然発生的に行われるだろうし，会員の勧誘もグループとし
て行われることになるだろう。さらに，このグループ内には男性も含まれ
ていることが望ましい。それは，福祉・家事でも男性向きの仕事が増える
ことが予想されるからでもあるが，会員の勧誘でも’１魅力ある〃女性が
１１魅力ある'’男性を誘ったり，逆にⅥ魅力的〃た男性が１１魅力的〃な女性
を誘うことも有効だろうからである。
つぎに，質的に会員を増強するためには，すでに指摘されているように
サービス技能の開発がぜひとも必要である。それによって，サービス自体
が拡大し向上して発注側のニーズをより広く，深く充たすだけでなく，就
業会員に自信を与え，やり甲斐をより大きく充たすことにもなる。とくに
今後はすでに指摘したように，シルバー人材センターとしての研修機会も
増大し，内容も向上させるだろうが，都道府県を始め，地域の関係各機関
も積極的に取り組むだろう。労働省婦人局の最近の調査によれば，全国の
「働く婦人の家」での介護研修にシルバー人材センターの会員も受講し，
それなりの成果を上げていることが知られるが，それらの研修の特徴をよ
く把握し，シルバー人材センターとしての研修を，仕事の種類別や技能段
階別などに有機的に組糸込承，補完することが望ましい。
この種の研修の内容としては，これまで検討してきたように，①段階的
在宅福祉サービスの展望とシルバー人材センターの課題１６５
研修，②サービスのマニュアル化を前提としたテキストの作成，③カリキ
ュラムや研修時間の検討が重要である。とくに実習が希望されていること
はすでに指摘されているとおりだが，そうなると前述の仕事グループ内の
仕事をしながらの研修，いわゆるＯＪＴがとくに重要な意味を持つだろ
う。仕事しながらといっても，実際には１人就業が多いだろうから，仕事
の前後に経験者とともに，打ち合わせや反省の機会を持つことになるが，
新人の研修のためにはヴェテランとペアで就業するような機会も作らねば
ならないだろう。現状では，就業会員の横の交流そのものが意外と少ない
ようだが，共働の理念にもとづくグループ就業，その仕事を通じながらの
実習や人間的交流が，仕事そのものの悩糸や不安を解決するベストの方法
となるだろう。
そして，シルバー人材センターだからというので，専門的でない，程度
もあまり高くない仕事に限定することなく，事情が許す限り専門的で高度
の仕事にも対応できるよう，会員を質的に増強すべきである。すでに指摘
したように，会員には看護婦などの専門職の経験者も現に入会してきてお
り，また今後その可能性が増大するだろうから，そうした人材が前述の研
修や受注にフルに活用されない手はないのである。
(3)シルバー人材センターとしての取り組み
前述のように仕事別のグループリーダーが育成されたとしても，それら
を総括すると同時に，すでに提案されたようなコーディネーターが，ソー
シャルワーカーとしてだけでなく，マネジャー役などのいろいろな職務に
当たらなければならない。こうしたマネジャー役のキー・ペースソとして
の十分な活動のためには，シルバー人材センター全休があげてその条件整
備り取り組まなければならない。とはいえ，シルバー人材センターは福
祉・家事サービスだけを行っているわけではないから，全体としてのバラ
ンスをとったうえでのことでなければならないだろう。それにもかかわら
ず，高齢化社会の現局面で最重要の戦略になってきている在宅福祉・家事
166 
サービスの意義と特殊性は十分考慮されてよい。しかも，そのために検討
が深められ，例えば今回問題になっているようないろいろな事項やその検
討方法などは，他の事業の展開にも十分参考にされてよい。
このような条件整備のためには，シルバー人材センターの発達段階に応
じて，①事務局主導の段階，②理事会主導の段階，③会員主導の段階など
の発展の段階や，これとは異なった段階を歩むかＭｌ１れないが，いずれに
せよ，現在の先進事例の段階に一気に発展するのではなく，系統的に段階
的な取り組承を粘り強く持続するべきだろう。そのためにも，全国のシル
バー人材センターが取り組糸始めている中長期の計画作成のなかに，他事
業とのバランスを取りつつ，体系的に位置づけられるべきである。
その場合，シルバー人材センター自体は，自主的な社団法人であり，図
２のような内部構成から組匁立てられているのだから，かりにどの構成主
体が主導する段階や局面にあったとしても，会員総会の意思決定のもと
で，理事会・事務局が執行に当たり，会員は単に就業するだけでなく，事
業の展開に必要な活動にも協力することが建前になっている。現に，私の
参加した調査では，会員の40％以上がなんらかの活動に参加していると自
己評価している。事務局からみれば，それでもまだ不十分だろうが，とく
に会員の入会，連絡，相談などを始め，センターの宣伝，受注拡大，改善
提案，さらに見積りなどにも参加し協力している（法政大学高齢化社会研
図２シルバー人材センターの内部構成
在宅福祉サービスの展望とシルバー人材センターの課題１６７
究会，８７年)。
これらのうち，稲祉・家事サービスでは，地域のニーズが過剰なくらい
なので，あえて受注活動をする必要はないかＭＩＩれないが，前述以外にも
相互研修などにも力を入れつつ，理事会一事務局一会員が相互に主導し調
整し合いながら，；福祉・家事サービスの展開を推進していく必要がある。
しかしながら，シルバー人材センターだけで，地域ニーズの全体を充足す
ることはできないだろう。そこで，他の類似の供給システムとの連係と調
整が必要になる。
折も折，冒頭で検討したように，厚生省が中心となってⅢ寝た切り老人
ゼロ作戦〃が展開されつつあり，全国の市町村で老人福祉を中心としたホ
ームヘルパー10万人の供給体制が形成されていくことになる。ただし，十
分なリハビリや周辺的な家事サービスの広がりを考えると，’0年後で'０万
人程度では到底十分とは評価できない。さらに，この10万人のなかには，
福祉公社などの有償ボランティアや民間企業によるシルバービジネスなど
も含めてはいるが，その範囲はあくまでも厚生省基準によって規定されて
おり，シルバー人材センターも，家政婦・看護婦の民営職業紹介も，婦人
の働く家なども，そのなかには位置づけられていない。
厚生省の助成対象を明確に把握するためにはそれでよいとしても，市町
村が潜在的需要まで開発しながら地域のニーズに現実的に対応していく段
になると，それでは済まされない。市町村が作成し実行する福祉計画は，
厚生省が直接対象としていないシルバー人材センターなども含めた現実に
総合的なサービス供給システムでなければならない。その場合，厚生省の
プランで設立されつつある「在宅福祉支援センター」は重要な役割を果た
すことになるだろうが，いろいろな供給主体がそれぞれの特質を発揮しな
がら分業体制を編成していくことが望まれる。こうした分業体制の形成に
は，シルバー人材センターの理事や有力会員も関与することになるだろう
から，総合的システムの形成について努力すべきである。
行政主導の分業体制であっても，行政の計画だけでは十分な成果も上が
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らないだろう。さらに，今後，利用者側に与えられる介護手当の充実や介
護休暇の新設などの環境変化にいかに効率的に対応していくかも覚束な
い。そうなると，市場経済の論理などに応じて利用者が自由に選択してい
くなかで，現実の生き生きとした分業体制が形成され，作動していくこと
になるだろう。
それも，地域ごとにいろいろなヴァリエーションが考えうる。そのなか
で，市町村によっては複数の自治体の共同事業も行われることになるだろ
う。そうでなくても，自治体間の連係や調整も必要になるだろう。シルバ
ー人材センターにはすでに複合型のセンターも誕生してきているが，シル
バー人材センター間でも前述のような市町村の動きに対応して連係し調整
し合うことが重要になるだろう。その場合，シルバー人材センターとして
は，その理念にもとづき，分業体制のいわばⅥ隙ぎ間〃を埋め，全体を最
終的に補完し，仕上げる視角で取り組むことが望まれるだろう。
(4)サービスの内容と受注・就業の問題点
さらに，シルバー人材センターとしての福祉・家事サービスの範囲や内
容などについて，前述のようなシルバー人材センターとしての視角から多
少コメントしておこう。
まず，サービスの種類別範囲やそれぞれの程度別内容については，老人
などの福祉に直接かつ専門的なサービスから，間接かつ周辺的な家事援助
サービスまで，できるだけ広く想定しておくべきだろう。そして，それを
前提として会員の増強に努力し，地域のニーズに応え，前述の’１隙ぎ間〃
を埋めていかなくてはならない。その場合，主婦などが在宅の老人の介護
や介助に専念するために発生した家事サービスなどの’１隙ぎ間〃をシルバ
ー人材センターの会員が担当することを考えると，大工仕事や植木仕事な
どの技能系の職群なども，間接的な家事サービスとしての性格を持つこと
になる。その場合，重要なことは，利用者の家庭に対して，できるだけ総
合的にアプローチすることである。したがって，前述の仕事別グループの
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編成にも，こうしたことが十分考慮されねばならないだろう。
つぎに，シルバー人材センターにおける福祉・家事サービスの就業形態
の多様なあり方についても触れておかなければならない。技能系などとと
もにシルバー人材センターの作業場を使用する場合もあるだろう。給食施
設を小学校などから引き継ぐ場合もあろうし，新設して配食サービスを始
めるケースもあるだろう。その際も，地域のサービス分業体制を十分考慮
すべきである。だからといって，シルバー人材センターは地域の動きに対
して受け身になることを意味しない。地域の福祉・家事サービスが鈍けれ
ば，前述のような市町村レベルの福祉政策全体の合意形成に積極的に働き
かけ，シルバー人材センターがリーダーシップをとらねばならない場合も
あるだろう。
もう一つ，同じ就業の場での長期就業は，そのために未就業の会員を排
除してしまうような場合，確かに問題である。しかし，福祉・家事サービ
スの場合，とくに利用者側の特定会員の長期就業を希望するケースも多
く，むしろ積極的に認められてもよいのかも知れない。なぜなら，サービ
ス対象の状態やニーズを深く理解し，適切なサービスを提供しなければな
らないから，気どころが通ずるようになるためには，それ相当の時間がか
かるし，馴染承になれば，その関係をつづけることになるのが，サービス
の特性だからである。
だが，落し穴もある。馴染みの関係に甘えて，利用者がわがままになっ
たり，サービスがお座なりになったりしかねないからである。そのうえ，
サービス財は，物財のようにその使用価値をあらかじめテストすることが
できにくいため，自由競争が制限される特性もある。したがって，サービ
ス内容はマニュアル化し，利用者からそういう要望もあるように，あらか
じめおおよその内容のメニューを提示できるように整備すべきである。ま
た長期就業もほどほどにし，それまでの期間に仕事をしながらの研修コス
トをかげて，後継ぎを用意するとか，前述のような仕事別グループで適当
にローテイトすることが，未就業対策を別としても重要になるだろう。
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肢後に，受注システムについて，とくに見積りのあり方についてコメン
トしておこう。まず，とくに福祉・家事サービスの場合，見積りはより専
門的な職務になる面が強い。したがって，前述のコーディネーターや仕事
別リーダーなどの職務となるが，複雑な見積りの場合は明瞭にそのための
コストを料金を計上すべきだろう。とくに，それが公共的補助の対象にな
らない場合は，サービス料金から回収されねばならないからである。その
場合，仕事別リーダーなどに見積りの職務を委託するとなると，センター
内部の委託労働として配分金が支払われるべきだろう。
見積りは，サービスの質と量にもとづいて行われるが，質の差は従来よ
り以上に細分化され，明確なテーブルの形で利用者に提示されるべきであ
る。配分金のテーブルにも同様の配慮が必要になる。その場合，他のサー
ビス提供機関の料金などとのある程度の均衡に配慮する必要がある。そう
すれば，他機関との摩擦を回避しやすいし，シルバー人材センターとして
も一定の質をキープする目安ともなるだろう。さらに，サービスの量は労
働時間で示される場合もあるし，そうでない場合もあることを明確にすべ
きだろう。かりに時間タームで積算するとしても，実際の労働は能率が高
い場合，積算時間を下回ることも，当然ありうる。それは請負い利益に相
当するわけだから，積算時間を下回った部分も配分金として支払われねば
ならないだろう。
これまで，いくつかの提案を試ゑてきたが，それらのうち，全国のシル
バー人材センターに共通する部分は，共通した基準やモデルとして集約さ
れるべきだろう。それにもとづいて，各地のセンターがそれぞれの実状に
応じてそれを運用するのでなければ，福祉・家事サービス事業の普及が難
しくなるうえに，思わぬ混乱を発生させかねないからである。
〔後記〕本稿は，1990年度の全国シルバー人材センター協会の調査研究のな
かで，私が担当し執筆した論文にさらに手を加えたものである。ただし，最後の
シルバー人材センターの課題については，野田陽子・小川純子，両女史に教えら
れるところが大きかった。記して謝意を表しておきたい。
在宅福祉サービスの展望とシルバー人材センターの課題１７１
なお，調査研究全体と提案については，同協会『対老人福祉サービス調査研究
報告書』９１年を参照されたい。
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